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研究成果の概要（和文）：本研究では、企業がイノベーションを遂行するに当たり、産学連携プロジェクトから如何に
資源を動員し、成果に結び付けているのか、そのプロセスを定量的に分析した。対象は、2010年～2014年の間に行われ
た理工系学部と企業との産学連携プロジェクトで、資源動員の正当化論とダイナミック・ケイパビリティを中心に産学
連携関連の既存理論より仮説モデルを構築した。主な分析成果は1)プロジェクト推進者のBoundarySpanningリーダーシ
ップはイノベーションの知的・商業的成果に結びつく、2)同リーダーシップは、大学の資源動員を効果的に活用する際
にも重要であり、それができた場合に成果に結びつきやすいこと、など。

研究成果の概要（英文）：　This project analyzed quantitatively how companies mobilize resources from 
university in their academia-industry projects to achieve the innovation. Target sample was set to 
projects between companies and science and engineering faculties during 2010-2014. We built hypothetical 
model by legitimizing resource mobilization for innovation, dynamic capabilities, and other 
industry-academia related extant literature.
　Some of the results from analyzation are as follows; 1) Boundary-Spanning leadership of Project leader 
leads to commercial and knowledge performance of the projects 2) the leadership positively effects 
Resource mobilization from university to lead the project to high performance.

研究分野：イノベーション・マネジメント

キーワード： 資源動員　正当化プロセス　ダイナミック・ケイパビリティ　産学連携　ソーシャルキャピタル　組織
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）

１．研究開始当初の背景
日本における産学連携プロジェクトに関

しては、これまで多くの企業が活用し、多く
の資金が投じられ助成が行われてきたが、残
念ながら期待通りの評価を得られていない
ことが多い。

従来の研究では、企業が如何に産学連携プ
ロジェクトを活用したか（国の政策目的に対
する企業側の活用方法）、それを阻んだもの
は何か（活用上の問題点）、活用における企
業規模の違いは何か（企業規模別による活用
実態）、といった点に主眼が置かれ、定性・
定量の両面から分析がなされてきた。これら
の研究は、企業の産学連携プロジェクトにど
うかかわったか、政策目的とその評価という
観点からプロジェクト期間の活動について
は明らかにしてきたが、産学連携のプロジェ
クト期間を超えて最終的にどのように企業
が成果を生み出していったのかというイノ
ベーションプロセス全体を取り扱ったもの
ではない。

企業にとっては、産学連携プロジェクトは
資源の外部活用の一環（オープンイノベーシ
ョン）であり、その活用を通じて成果を生み
出さなければならない。産学連携プロジェク
トは R&D に主眼が置かれてきたが、それは企
業にとってはイノベーションプロセスの一
部に過ぎない。企業の視点に立って、イノベ
ーションプロセス全体の中で産学連携を位
置づけ、企業が如何に資源動員をはかり、企
業内で正当化して、イノベーションを遂行し
ていったのかという観点から、産学連携プロ
ジェクトを調査することが求められている。

２．研究の目的
そこで、本研究は企業にフォーカスし 2つ

のリサーチクエスチョンを置いた。一つは、
「産学連携プロジェクトにかかわった企業
が、産学連携を通して、どのように資源動員
を行い正当化して、成果を生み出している
か」であり、もう一つは、そのプロセスの「ど
のような要素が成果創出において重要とな
っているか」である。すなわち、企業のイノ
ベーション成果に結びつく産学連携の在り
方に関して考察することが目的である。

そのための視点として、資源動員の創造的
正当化論とダイナミック・ケイパビリティを
用いた。

(1)資源動員の創造的正当化論
軽部・青島・武石（2012）は、資源動員の

正当化メカニズムを「イノベーションの推進
に対する（固有の）理由」と「期待される資
源動員量」、それを阻む「資源動員の壁」か
ら次のように規定している。

まず、イノベーションが経済的成果を生む
ためには、当該イノベーションに対する客観
的な経済合理性、つまり汎用性の高い理由が
存在しなければならない。どの程度汎用性が
高いかによって「製品を購入する」という幅

広い支持が確保される。しかし、事業化にお
いては、必ずしも客観的な成功の見通しが立
っているわけではなく、多様な相手に向けて
多様な理由によって支持を獲得して、初めて
事業化への資源動員が認められる。この不確
実性の高い中で如何に資源動員を正当化し
ていくかがポイントであり、それゆえ創造的
正当化と呼ばれる。

そのメカニズムは、以下の通りである。ま
ず、多くの資源動員量が必要な場合は、イノ
ベーション推進に対する理由は汎用性を高
くすることで、支持者出現率を高め、したが
って支持者も多く獲得できる。一方、要求さ
れる資源動員量が少ない場合には、イノベー
ション推進に対する理由は個別（ローカル
な）理由で満たされる。ただし、要求量が多
いのに理由が固有のままであると、広く人々
を説得できる理由を持たないため、期待され
る資源動員量を確保できない。これが資源動
員の壁である。この壁をクリアするルートと
して、①理由の固有性を所与とし、潜在的支
持者や支持者出現率の増大（特定の支持者層
に訴える）、②理由の汎用性の向上による支
持者増大、③支持者あたりの資源動員力の増
強（技術者層ではなく経営者層に働きかける
等）の 3つが指摘されている。

(2)ダイナミック・ケイパビリティ論（DC論）
Teece（2007 等）は、企業が技術・市場変

化に対応するためには、企業の持つ資源ベー
スを形成・再形成・配置・再配置していく能
力をダイナミック・ケイパビリティ（以下、
DC）と呼んだ。企業は、外部環境から資源を
動員したり、内部から放出したりして、資源
を再構築することで、長期成長が可能である
としている。このようなダイナミック・ケイ
パビリティは、具体的には、センシング、シ
ージング、トランスフォーミングの 3つであ
る。センシングとは、環境変化に伴う脅威を
感じ取る能力をいい、シージングは、機会を
捕まえて、既存の資源を様々な形で応用した
り再利用したりする能力を指す。最後のトラ
ンスフォーミングは、新しい競争優位を確立
するために組織内外の既存の資源や組織を
体系的に再編成し、変革する能力のことであ
る。本研究により明らかにされる産学連携プ
ロジェクトの長期のイノベーションプロセ
スは、まさに Teece のいう企業が外部資源を
活用し、それを取り入れつつマネジメントす
るプロセスであると捉えることができよう。

３．研究の方法
(1)リサーチ戦略

本研究が用いた主要なリサーチ戦略は定
量分析である。

仮説モデルを導出する際には、上記 2つの
視点やその他関連既存研究（Social Capital、
産学連携プロジェクトのマネジメント、プロ
ジェクトリーダーの能力等）をレビューした
ほか、6 件のパイロット・ケーススタディを



行い、妥当性を検討した。同ケーススタディ
は、アンケート対象となった企業の他、産学
連携に力を入れている大学や産学連携機関
に対してもなされた。

これらの結果に基づき、概念の操作化を行
い、アンケート調査票を作成した。アンケー
ト調査は 2015年夏に実施した。

(2)仮説モデル
本研究の 2つのリサーチクエスチョン

RQ1：産学連携プロジェクトにかかわった企
業が、産学連携を通して、どのように資源動
員を行い正当化して、成果を生み出している
か
RQ2：そのプロセスのどのような要素が成果
創出において重要となっているか

への回答を見つけ出すために、以下のように
変数を設定した。

① 説明変数
資源動員プロセスの中心的担い手は、プロ

ジェクト推進者である。そこで、本研究では、
「プロジェクトの推進者」の能力について、
主に、4 つの研究領域から概念の操作化を行
った。1つ目は、本研究が着目しているDC 論
である。DC 論では、3つの能力「センシング」
（環境変化に伴う脅威を感じ取る能力）「シ
ージング」（機会を捕まえて、既存の資源を
様々な形で応用したり再利用したりする能
力）「トランスフォーミング」（新しい競争優
位を確立するために組織内外の既存の資源
や組織を体系的に再編成し、変革する能力）
を用いて、外部環境から資源を動員したり内
部から放出したりして資源を再構築する経
営者レベルの能力を議論しているが、本研究
では、この考えを「プロジェクト推進者の能
力」として援用した。2 つ目は、産学官連携
プロジェクトリーダー資質として既存研究
より指摘されているマネジメント能力であ
る。ビジョン策定、コミットメント醸成、役
割分担、プロセスマネジメントなどがそれで
ある。3 つ目は、Boundary Spanning リーダ
ーシップである。これは、プロジェクトの目
標達成に向けて企業と大学など、組織間の情
報共有、サポートや資源の動員、各種調整、
コミットメントを創出する能力である。最後
は、プロジェクト推進者の持つ Social 
Capital である。プロジェクト起案や推進に
おいて、Social Capital がベースにあると、
成功する可能性が高くなると既存研究では
指摘している。

このような推進者の能力が、具体的に大学
側から動員される資源の種類や活用度に影
響を与えると設定した。

② 媒介変数
資源動員の正当化論においは、「資源動員

の壁」をクリアすることが重要となる。その

ための手段は 3 つある（上述）。そのうち、
①理由の固有性を所与とし、潜在的支持者や
支持者出現率の増大（特定の支持者層に訴え
る）、②理由の汎用性の向上による支持者増
大は、組織外への働きかけであり、一方、③
支持者あたりの資源動員力の増強（技術者層
ではなく経営者層に働きかける等）は、企業
の組織的対応として捉えることができる。本
調査では、下述のように、企業側のプロジェ
クト担当者へのアンケートを通して検証す
ることから、その立場で回答可能な③を扱う
ことにし、「組織のバックアップ体制」とし
て操作化した。これは部署と会社全体の仕組
みの 2つのレベルを設定した。

③ 被説明変数
イノベーションの成果として、本研究では、

「商業的成果」、「学術的成果」、「プロジェク
トに対する満足度」の 3つで捉えた。ただし、
この 3つのうち、満足度は、商業的成果や学
術的成果にも影響を与えうることも考慮し
た。

以上をモデル化したものが、図 1 である。

これらの概念に対して、設問を複数設け、
回答者には「全く当てはまる」～「まったく
当てはまらない」を両極とする 5段階法で解
答していただいた。そのほか、アンケートに
は、プロジェクトリーダーの属性、当時の所
属、プロジェクトの規模（金額、人員等）、
イノベーションからの収益、算出された論文
本数など、客観的数値を記入していただく項
目を設けた。

(3)研究対象
2010 年～2014 年の 5 年間で進められた私

立大学理工系学部に所属する教員と企業と
の研究プロジェクト案件（共同研究および企
業からの委託研究）を対象にした。送付対象
は、当時の企業側のプロジェクトリーダーで
ある。プロジェクトリーダーがデータ上特定
できない場合は、既知の窓口担当者から転送
をお願いした。

発送件数は、送付可能なデータが存在して
いた 264 件であった。アンケートは、2015 年
8 月 17 日に発送、9 月 4 日までに回収した。

図 1 想定した仮説モデル（全体像）
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いくつかの調査項目において、未記入のもの
についてはフォロー・コールを 9 月 30 日ま
で実施した。

結果、回収件数は 101 件、回収率 38.3％、
このうち、有効回答数は 98件であった。

サンプルの属性は、以下の通り。
① 平均プロジェクト期間：2.3 年
② 平均予算規模（プロジェクト期間）：

854.6 万円
③ 業種別構成：下記グラフ参照

また、これらの調査データは、SPSS および
PLS-SEM によって分析を行った。

４．研究成果
上記の仮説モデルのうち、検証ができてい

る「推進者の Boundary-Spanning リーダーシ
ップの資源動員およびイノベーションの成
果（商業的成果、学術的成果）に対する影響」
について概略を述べる。

推進者の Boundary-Spanning リーダーシッ
プとイノベーションの成果の関係について
は、以下の 2つのモデルを検証した。モデル
1 は、推進者の Boundary-Spanning リーダー
シップのイノベーションの成果（商業的成果、
学術的成果）への直接的影響である（図 3）。
モデル 2は、大学の資源動員が媒介変数とし
て入っているモデルである（図 4）。また、こ
れらのモデルには、コントロール変数として、
既存研究で強い関係が指摘されている「プロ
ジェクトリーダーの技術ノウハウの有無」
「事前の大学側との関係性の有無」「プロジ
ェクトタイプ」を入れている。プロジェクト
タイプでは、共同研究と委託研究の違いを考
慮した。

分析の結果では、クローンバッハαは 0.78
～0.93 であり、0.7 を上回っている。
Standarized factor loading は 0.6-0.9 の範
囲、Composite Reliability of Construct は
0.85-0.96 、 convergent validity of a 
measurment(AVE)は 0.53-0.89 であり、すべ

ての信頼性係数において基準をクリアして
いる。また、Common Method Bias についても
Harmon one-factor test を用いて検証したと
ころ、37.63％であり完全に影響を否定はで
きないが、大きな影響を与えるほどではない
ことが示された。

モデル 1（図 3）において、Boundary 
SpanningリーダーシップがR&Dプロジェクト
の知的成果および商業的成果に与える影響
に関しては、知的成果のほうは、β＝0.57、
p＜0.001、R2＝0.323、商業的成果のほうは、
β＝0.35、p＜0.001、R2＝0.136 と両者とも
ポジティブであることが分かった。

モデル 2（図 4）においては、まず、Boundary 
Spanning リーダーシップの大学からの資源
動員に対する影響については、β＝0.63、p
＜0.001、R2＝0.375 とポジティブな結果とな
った。大学からの資源動員がプロジェクトの
成果に与える影響は、知的成果がβ＝0.53、
p＜0.001、商業的成果がβ＝0.40、p＜0.001
といずれもポジティブであった。

資源動員の媒介効果については、まず、説
明（Boundary－Spanning リーダーシップ）・
被説明変数（成果）間の直接的な効果がある
ことが前提となる。これはモデル 1より検証
された。次に、媒介効果（間接効果）の有意
性を検証するためには、媒介効果の係数およ
び Sobel’s z-test を測定した。その結果、
知的成果のほうは、0.33、z値 6.07（p＜0.001）
であり、58.11％となった。商業的成果のほ
うは、0.25、z 値 4.65（p＜0.001）73.68％
となった。ゆえに、Boundary-Spanning リー
ダーシップがプロジェクトの知的および商
業的成果に与える影響は、大学からの資源動
員によって媒介されていると言えよう。

図 2 回答企業の属性（業種）
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最 後 に、 商 業的 成果 に つい て は、
Boundary-Spanning リーダーシップが直接与
える影響（モデル 1）と、大学資源が媒介す
る（間接的に影響する。モデル 2）場合を比
べてみると、モデル 1において商業的効果に
大きな影響を与えていた Boundary-Spanning
リーダーシップの影響は、大学資源を介在す
ると、大きく低下することが分かった。これ
は、Boundary-Spanning リーダーシップと商
業的成果の関係においては、大学からの資源
動員が一義的な媒介変数であり、ほかの媒介
変数の存在を大きく低めることを示してい
る。

以上の分析のインプリケーションをまと
める。まず、理論的なインプリケーションと
しては、既存研究で言われているように、本
分析においても企業側のプロジェクト推進
者のBoundary-Spanning リーダーシップはプ
ロジェクトの成功には非常に重要であるこ
と が 示 さ れ た （ 理 論 の 追 試 ）。
Boundary-Spanning リーダーシップは、大学
のパートナーとの間に、プロジェクトの目標
やタスク、利害関係を効果的に調整し、プロ
ジェクトを遂行しやすい環境を作り出す。ま
た、このようなリーダーシップを備えたプロ
ジェクトの推進者による大学の資源動員の
重要性も示された。Boundary-Spanning リー
ダーシップは大学からプロジェクトにとっ
て重要な資源を動員する際にも効果的だと
いうことである。すなわち、これは、推進者
は、大学のパートナーをプロジェクトに積極
的に関与させ、かつ、大学から重要な資源を
動員することで、プロジェクト成果を上げる
ことができることを示唆している。大学から
の資源動員の重要性は認められていても、プ
ロジェクト成果に対する影響については、定
量的評価はあまりなされてこなかった。大学
の科学的知識は非常に萌芽的で暗黙知の要
素が高いため、企業には評価しにくいところ
があるが、このような暗黙知はルール、ルー
ティン、文化など共有を継続することで蓄積
が可能である。本分析結果は、これを強く示
している。

一方、実践的インプリケーションについて
は 、 プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 者 の
Boundary-Spanning リーダーシップの育成が
重要だということだろう。

本分析の限界としては、知的成果に比し商
業的成果の数値が低い点であり、より包括的
なアプローチをとるなど、工夫の余地がある
だろう。

以上は本研究テーマの成果の一部である。
今後、想定した仮説モデルを検証する作業を
続け、広く社会と共有していく。
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